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第 1 章 序論 
1.1 研究背景 
 
 我が国は、四方を海に囲まれ、海岸線の総延長は約 35000km にも及ぶ。これは国の
総面積との比率にして他国と比較すると非常に長い。また、海岸は、多様な生物が生息、
生育する貴重な場であるとともに、優れた自然景観をなしており、我が国の歴史、文化、
風土を形成してきた。 
ところが、近年は海岸侵食が激化しており、国土交通省河川局ホームページによると、
年間 160ha もの貴重な国土が失われている。このままの状況で推移すると、15 年後に
は新島（東京都）の面積に匹敵する 2400ha、30 年後には三宅島（東京都）に匹敵する
4800ha が侵食によって失われる。 
 
 
     図 1.1 今後予想される侵食量（国土交通省河川局ホームページより） 
 
また、それだけでなく砂浜には消波の効果があり、海岸沿いに施工された海岸堤防な
どは、前面の砂浜があるという条件の下にできたものである。その砂浜が消失した場合、
波浪は直接的にその堤防に来襲するため倒壊の原因となる。また、堤防基礎からの吸い
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出し等による堤防、護岸の陥没といった問題もある。平成 21 年に発表された国土交通
省の報道発表資料によると、すべての海岸を対象とした砂浜や堤防等に関する現況調査
を行ったところ、全国の海岸保全区域約 14000km について、代表断面の堤脚下端の露
出高が大きい箇所、堤防等の前面の砂浜幅が 20ｍ以下の箇所が全国で 281 海岸、延長
約 160ｋｍ（全延長の約 1％）存在した。  
このように、海岸侵食は沿岸域の防護という観点から非常に重要な問題とされている。
そのため、対策として、離岸堤による海岸に打ち寄せる波の減衰や、突堤による砂浜の
侵食防止、また、侵食された砂浜を復元するため直接的に養浜するといった方法が採ら
れている。しかし、このような対策を適切に行うためには、対象とする海岸においてど
のようなメカニズムで海岸侵食が起こっているのかを理解し、将来的にどのようになる
のかという予測が必要となる。 
 
1.1.2 海岸変形の要因 
 
 海岸変形は、波浪と流れによる外力が、底質を移動させることによって生じる。本間
ら（1960）は、海岸変形に対する作用という点からみれば、波浪の効果は、流れに比
べ高位であり、波浪のみに着目することはさしつかえないとしている。波浪は、底質を
攪乱させ巻き上げるという 1 次的役割と、巻き上げた砂（浮遊砂）を運搬移動する 2
次的役割を果たす。さらに波浪が砕けた場合、前者の 1 次的役割が大きくなる。 
 波浪が砕ける領域である砕波帯において、この 1 次的役割である、底質の巻き上げは
大きく分けて 2 つの起因力により発生している。1 つは、底面に形成される境界層内の
乱れや底面での摩擦力により発生するものであり、他方は砕波に伴う大規模渦が斜降し、
底面に到達することで発生するものである。つまり、底質の巻き上げ量を適正に評価す
るには、底面由来の乱れに加えて、砕波による乱れの影響を考慮する必要がある。
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1.2 既往研究 
 
 底質の巻き上げに関する研究は、室内実験、数値計算など数多く行われている。
Einstein(1950)は、底質の巻き上げ量を、統計学的に計算し、Pick-up 関数（単位面積
あたりに浮遊する底質重量）を提案した。また、Van Rijin(1984)は水槽実験における
定常流から浮遊砂量を計測し、Pick-up 関数の拡張をおこなった。しかし、この場合の
Pick-up 関数は、河川のような、定常流に近い条件でのみ予測モデルとしての妥当性が
得られ、海洋のような非定常な流れの適応は難しい。Nielsen（1992）は水槽実験にお
ける、非定常な流れから、上記の Pick-up 関数の拡張を行った。現在、この Pick-up
関数は、土砂輸送における浮遊砂量の予測モデルとして用いられている。一方、砕波帯
における底質巻き上げは、砕波による乱れの影響が強い。そのため、上記の Pick-up 関
数を用いた場合、実測の浮遊砂量と比較すると大きく差異が生じてしまう。 
そもそも Pick-up 関数は、底面の摩擦により生じる剪断力に大きく依存する。砕波帯
においては、剪断力を適正に評価する必要があり、その算定法については、これまで多
くの研究がなされている。以下では、剪断力の算定や、計測についての既往研究につい
て述べる。 
  
1.2.1 砕波帯における底面剪断力の算定 
 
底面剪断力に関する研究の多くは、正弦波を対象として行われてきた。しかし、近年
では数値流体力学の発展により、砕波を含めた波浪による 3 次元流体運動が詳細に計算
できるようになっている。そのため、剪断力を流体場の計算結果から直接的に評価しよ
うとする試みがなされている。田中ら（1987）は砕波帯内外での水粒子速度から底面
剪断力の評価法を示している。また、Samad ら（1998）は不規則波動下における底面
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剪断力について、流速の時間依存性を考慮した算定式を導出し、算定式の精度検証も行
っている。しかし、上述の場合、砕波帯における乱れの影響が加味されていない。そこ
で、藤井（2008）は、乱れの影響を、乱流格子を用いて、加速度項を導入することで
評価を行った。また、スントヨ･田中（2004）は、クノイド波の下で底面剪断力の実験
的検討を行い、加速度の効果を加味した新たな底面剪断力の計算法を提案した。 
 
1.2.2 底面剪断力の計測 
 
このように、砕波帯での底面剪断力の特性に関しては、多くの研究が行われている。
しかし、砕波帯で高精度に地形変化を予測するには、実験的に底面剪断力を計測する必
要がある。実験的に底面剪断力を計測した研究例として、Eaglesen(1962)はモーメント
計を利用した底面剪断力を直接測定する装置を作製し、計測を行った。その結果、測定
した底面剪断力は理論値に比べ、約 2~14 倍大きいとした。岩垣ら(1962)も同様の計測
器を用いて底面剪断力を計測し、計測した底面剪断力には圧力勾配による力が働いてい
るとした。この圧力勾配の力を補正することで、剪断力計から得られた測定値は理論値
とほぼ合致するとしている。また、近年では鷲見ら(2009)によって、砕波帯における底
面剪断力の時空間分布特性について実験的研究がなされ、砕波帯での底面剪断力の時空
間分布は水面変動に依存して変化しているとしている。 
実験的に底面剪断力を計測することは、剪断力が極めて微小な力であるため、困難で
ある。そのため実験的に底面剪断力を計測した研究は非常に少数であり、その精度を実
証できた例もない。 
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1.3 研究目的 
  
前節までに述べてきたように、砕波帯外の底質移動機構に関しては室内実験や現地観
測により、有用な公式が提案されている。一方で、砕波帯内の底質移動については、砕
波による乱れや大規模渦の発生などの流体運動と、それに伴う底質の巻き上げとの関係
に不明確な部分が多い。砕波帯での底質の巻き上げを適正に評価するためには、砕波に
よる底面剪断力の評価が必要不可欠である。しかし、底面剪断力の計測は困難であるた
め、これまで実験的に底面剪断力を計測した研究例は非常に少ない。 
そこで本研究では、室内実験により砕波帯を想定した段波における模型実験を行い、
砂の浮遊に密接に関係する底面剪断力を直接計測する。また、底面の極近傍における境
界層内での流速を測定し、流れの特性が、剪断力に及ぼす影響を明らかにすることを目
的とする。 
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第 2 章 実験概要 
2.1 研究方法 
 
本研究は底面剪断力の直接計測を行う上で、まず剪断力計の精度を検証する。そして、
砕波帯に類似すると考えられる段波を作用させることにより、砕波による乱れの影響が
直接反映された底面剪断力の計測を行う。また、底面剪断力を計測した計測点の極近傍
である境界層内の流速を測定し、流れの特性が、剪断力に及ぼす影響を明らかにするこ
とを目的としている。研究は、大きく、剪断力計の精度検証と段波実験の 2 つに分けら
れ、以上の結果を踏まえて考察を行う。 
 
2.1.1 剪断力計の精度検証 
 
底面剪断力については、いくつかの算定法が提案され、波動運動下で岸沖方向に往復
流が発生する場合、底面剪断力は流速の二乗に比例すると仮定することができる。この
場合の流速は、乱れの影響を受けることがほとんどないことから、理論値としての整合
性を得ることができると考えられる。そこで、剪断力計の精度検証は、正弦波を作用さ
せて得られた剪断力計の計測値と理論値を比較することによって行う。 
 また、実際の底面上で起こっていると考えられる粗面乱流境界層を表現するため、剪
断力計の計測部表面を粗面に加工し、何も加工しない滑面と加工した粗面の 2 種の剪断
力計を用いて、応答性の相違について検証する。 
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2.1.2 段波実験 
 
 段波実験では、砕波によって発生する乱れが底面剪断力に及ぼす影響についての考察
を行う。流速の計測は、高周波数の乱れを計測することができ、流れ場を乱すことなく、
底面極近傍の計測が可能なレーザー･ドップラー･流速計を用いた。水面変動は容量式波
高計を用いた。以上、剪断力と流速と水面変動の関係を、同じ時系列に並べて、それぞ
れの特性についての考察を行う。 
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2.2 剪断力の測定 
 
本研究では、砕波による剪断力を直接計測するため、防水性の剪断力計（写真 2.1、
SSK 社製:S10W-01 型）を用いた。剪断力計は、Shear プレートを片持梁の支柱に取り
付け、Shear プレート上面に作用する波進行方向の底面剪断力による曲げモーメントを、
支柱下部に貼られた歪みゲージで測定を行っている。この曲げモーメントを歪みゲージ
と Shear プレートの距離で割れば Shear プレートに作用する底面剪断力が算定できる 
  
 
本研究で用いた剪断力計 S10W 型は検出部に高感度ゲージを使用しており、完全防
水型である。計測方法は、前述に記した剪断力計の引張歪み、または圧縮歪みがコンデ
ィショナー（写真 2.2 左、SSK 社製: M-1101D）へ電圧として出力される。出力電圧は
1/1000V 単位まで計測でき、最高電圧 10V が 0.1gf に相当するよう設定を行っている。
また、水中内で計測を行う場合、静水時の 0V から若干の変動が生じてしまう（ドリフ
ト効果）。そのため、変動したずれに規則性がある場合、強制的に 0V に補正を行うド
リフト補正 AMP（写真 2.2 右、 SSK 社製: M-111AZ）を用いた。ドリフト補正された
電圧は、レコーダー（写真 2.3、 TEAC 社製、DR-M3）の記録媒体（MO）に保存さ
 
  計測部
Shearプレート
写真 2.1 剪断力計概要                    図 2.1 剪断力計 
支柱内部の断面図 
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れる。以上、出力された電圧を剪断力に変換し、計測部φ10mm の面積を除すことによ
り、底面剪断応力を求めることができる。 
 
  ]*/[
*5.0*0.5
2scmgb pi
τ
剪断力計出力値
=                  (2-1) 
写真 2.2 コンディショナー(左)と 
     ドリフト補正 AMP（右） 
剪断力計 
S10W-01 
 
コンディショナー 
M-1101D 
ドリフト補正 AMP 
M-111AZ 
レコーダー 
図 2.2 剪断力計接続概略図 
写真 2.3 レコーダ
ー 
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2.2.1 粗面と滑面の比較 
 
剪断力計の計測部表面は、滑面であり、これにより得られる剪断力は、本来の海底面
における剪断力とは、摩擦係数等が異なるため、同じ値とはならないと考えられる。そ
こで、計測部表面に砂を貼り付けて粗面に加工したものと、何も加工しない滑面のもの
との 2 種の剪断力計を用意し、比較計測を行った。 
 粗面の加工は、厚さ約 0.1mm のフィルムを、計測部である中心のプレートと、その
周辺のフランジ部に覆いかぶさるよう切り取り、砂（相馬硅砂 5 号=中央粒径 0.25mm）
が剥がれないようエポキシ系接着剤を用いて、均等に貼り付けた。計測部のプレートに
貼り付ける際は、定格容量（0.1gf=9.8×10-4N）以上の摩擦力が働くと故障してしまう
ため、製造元である SSK 社が行った。また、粗面加工した剪断力計の出力感度を滑面
の剪断力計と等しくなるよう調整した。 
 
 
 
 
 
 
2.2.2 剪断力計の設置 
 
 剪断力計の設置は、剪断力計の計測部である表面と、剪断力計を固定する板との間で
凹凸が生じないよう行った。剪断力計の形状を図 2.3、図 2.4 に示す。また、剪断力計
を設置した板を図 2.5 に示す。板は１辺 292mm の正方形で、中心線から等間隔に半径
写真 2.5 滑面の剪断力計 写真 2.4 粗面の剪断力計 
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11mm の穴を 2 つ開け、その穴に滑面と粗面の剪断力計を設置した。さらに剪断力計の
高さにあわせて、板の高さを 60mm とした。 
 剪断力計を取り付けた剪断力計設置板の板上は、耐水ペーパーを貼り付けた。耐水ペ
ーパーは、JIS の定める研磨紙の粒径(表 2.1)と、粗面の剪断力計に貼り付けた砂の粒径
がほとんど等しい#60 とした。 
φ12mm 
3
0
m
m
 
1
.5
m
m
 
φ10mm 
φ22mm 
図 2.3 剪断力計、 
側面方向の模式図 
図 2.4 剪断力計、 
計測部表面の模式図 
横 292mm 
 
縦1
4
6
m
m
×2
 
 円の中心間 
100ｍｍ 
円の半径 11mm 
図 2.5 剪断力計を設置した板の模式図 
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写真 2.6 剪断力計設置板の概要 
表 2.1 研磨紙の研磨材粒度の概要（JIS より引用） 
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2.3 剪断力計の精度検証 
 
一般に、流れが層流である場合、底面剪断力は、境界層外の流速から理論的に求める
ことが可能である。そこで、はじめに流れが層流に近い条件である正弦波を作用させて、 
精度検証実験を行った。 
  
2.3.1 実験装置 
 
精度検証実験は、本学の水理実験棟内にある、長さ 25m、幅 1m、深さ 1.8m のピス
トン式二次元造波水槽を用いた。精度検証実験概要を図 2.6 に示す。実験は水路の水平
床部に、剪断力計設置板を固定し、その直上に容量式波高計を設置して計測を行った。
また、剪断力計設置板の両端には勾配面を設けていないため、乱れが生じる可能性があ
る。そこで、剪断力計設置板の両端に 50cm の水平床を追加した。 

Wavegenerator
波高計
50cm 50cm 
剪断力計設置板
292mm 
10.0cm 
図 2.6 剪断力計精度検証実験模式図 
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2.3.2 実験方法 
 
 実験条件を表 2.2 に示す。実験は水路の底面からの水深 30.0cm、50.0cm の 2 通り
について、波高と周期を変えて全 16 通りで行った。水深は、水槽側面の強化ガラス
に定規を当てて調整を行った。周期は、PC 上から設定を行って制御している。波高
ついては、同様な制御ができないため、波の波頂と波峰に定規をあてて、調整を行っ
た。しかし、表 2.2 で設定した波高と厳密に合わせることは難しいため、目安として
の条件とする。それぞれ造波開始から、10 波通過後、剪断力計と波高計のデータを
30 秒間計測した。尚、剪断力計、波高計は 1/100s 間隔で計測を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
造波 
写真 2.7 剪断力計精度検証実験概要 
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表 2.2 剪断力計精度検証実験条件 
水深 波高 周期 
CASE 
h(cm) H(cm) T(s) 
1 30.0 5.0 1.00 
2 30.0 8.0 1.00 
3 30.0 5.0 1.60 
4 30.0 8.0 1.60 
5 30.0 5.0 2.00 
6 30.0 8.0 2.00 
7 30.0 5.0 2.50 
8 30.0 8.0 2.50 
9 50.0 10.0 1.00 
10 50.0 16.0 1.00 
11 50.0 10.0 1.60 
12 50.0 16.0 1.60 
13 50.0 10.0 2.00 
14 50.0 16.0 2.00 
15 50.0 10.0 2.50 
16 50.0 16.0 2.50 
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2.4 段波での剪断力測定 
 
 砕波帯における剪断力の測定は、砕波に類似すると考えられる、段波を作用させるこ
とで行った。 
 
 2.4.1 実験装置 
 
段波による剪断力測定は本学所有の段波水槽（図 2.7、長さ 7.0m、幅 0.30m、高さ
0.70m）を用いた。この水槽の側面は強化ガラスになっており、側面から水槽内を観察
することや、流速測定のためのレーザー光を通過させることができる。 
 水槽への水の供給は、貯水槽の水から行われ、流量を調整することが可能である。水
槽内の水深は、水深調整ゲートの高さを調節することで、調整を行っており、ゲートを
越えて排出された水は、再び貯水タンクに戻されて同じサイクルを繰り返す。これらの
作業は機械制御されておらず、人の手によって調整を行っているが、それぞれ 1mm 単
位での調整を行っている。水槽内の沖側には、静水槽があり、ゲートにより仕切られて
いる。このゲートを開くことで、貯水した水が段波を形成している。 
また、水槽内には、底面勾配を備えた模型を設置した。水槽内の模式図を図 2-8 に示
す。模型は、剪断力計設置板の高さにあわせて高さ 6.0cm とし、幅 29.2cm の水平床を
300cm に渡り取り付けた。水平床と上流端には 1/10 の一様勾配面を 60cm 設置し、下
流端には、剪断力計設置板と、その端に上流端同様の一様勾配面を設けた。さらに、こ
れらの模型に粗度を設けるため、砂（相馬硅砂 5 号=中央粒径 0.25mm）をスプレーの
り（住友スリーエム スプレーのり 99）で貼り付けた。砂は表面が均等の高さになる
よう、1 層ごとに紙やすりでならし、合計 3 層貼り付けた。 
計測は、剪断力と、その直上での流体運動を評価するため、レーザー･ドップラー･
 20 
流速計（Dantec 社、Fiber Flow、以下 LDV とする）を用いた。水面変動は、容量式
波高計を 3 台用いて、沖側から H1、H2、H3 とした。 
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図 2.8 各計測機器の配置 
写真 2.8 勾配面と水平床模型 
写真 2.9 水平床模型 写真 2.10 水平床模型と剪断力計設置板 
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2.4.2 実験方法 
 
滑面と粗面の剪断力計直上の流速分布を計測する場合、同時計測ができないため、同
じ条件を別々に計測した。滑面の剪断力計における実験条件を表 2.3 に示す。粗面の剪
断力計における実験条件を表 2.4 に示す。実験は、初期水深 9.0cm から 3.0cm ずつ上
昇させ 、21.0cm までの 4 通りに分類した。さらに、静水槽の水深を水槽内初期水深か
ら 10cm、20cm、30cm 大きい 3 通りと設定し、初期水深の 4 通りと組み合わせて全
12 通りの計測を行った。尚、粗面の剪断力計による実験 CASE10~19 は、貯水水深を
5cm 刻みで大きくさせている。実験は各ケース 2 回のデータを取得した。 
実験の再現性については後述に記す。 
 
表 2.3 滑面の剪断力計における実験条件 
CASE 
初期水深 
(cm) 
貯水水深 
(cm) 
1 18.0 48.0 
2 18.0 38.0 
3 18.0 28.0 
4 15.0 45.0 
5 15.0 35.0 
6 15.0 25.0 
7 12.0 42.0 
8 12.0 32.0 
9 12.0 22.0 
10 9.0 39.0 
11 9.0 29.0 
12 9.0 19.0 
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表 2.4 粗面の剪断力計における実験条件 
CASE 
初期水深 
(cm) 
貯水水深(cm) 
1 21.0 51.0 
2 21.0 41.0 
3 21.0 31.0 
4 18.0 48.0 
5 18.0 38.0 
6 18.0 28.0 
7 15.0 45.0 
8 15.0 35.0 
9 15.0 25.0 
10 12.0 42.0 
11 12.0 37.0 
12 12.0 32.0 
13 12.0 27.0 
14 12.0 22.0 
15 9.0 39.0 
16 9.0 34.0 
17 9.0 29.0 
18 9.0 24.0 
19 9.0 19.0 
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2.5 レーザー･ドップラー流速計（LDV) 
 
 LDV (Dantec 社製、Fiber Flow)は非接触式の流速計の一種で、局所速度を測ること
ができ、流れ場の反射体の散乱光を感知するため、計測器が直接流れを乱すことがなく、
周波数特性に優れている。また、他の流速計では計測が困難な超低流速にも使用できる。 
 測定はレーザー光（波長λ ）を二つの光束に分け、測定点で再びθの角度で交叉させ、
交叉部（測定体積）に干渉縞をつくる（屈折率 n ）。粒子が通過すると、干渉縞の明暗
により、散乱光の強さが粒子速度に比例した周波数で変化する。散乱光を光電変換し、
その周波数 f を検出すると、干渉縞に直角方向の速度成分は式（2-2）により、周波数 f
から求められる。 
                
2/sin2 θ
λ
ν
n
f
=              （2-2） 
 
 本研究で使用した LDV は散乱光を光電変換した後、それぞれ独立した信号処理機
Burst Spectrum Analyzer(Dantec 社製、55N10、以下 BSA とする)にて信号処理され、
パソコンのハードディスクに流速としてデータが蓄積される仕組みになっている。測定
状態は、光電変換を行うフォト･マルチプライヤーにかける電圧と信号の増幅率に依存
するので実験ごとに最適な値になるように調整した。 
 また、本システムの LDV は水平方向と鉛直方向の同時計測が可能であるが、後述に
示す理由により本実験では水平方向のみの計測とする。 
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図 2.9 レーザー･ドップラー流速計概略図 
 
 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
① コ ン ト
ローラー 
②レーザーヘッド 
③BSA1 
③BSA2 
PC 
④レーザー及び昇降機 
写真 2.11 ①コントローラー 
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2.5.1 LDV および波高の計測点の決定 
 
 LDV および波高の計測点を図 2.10 に示す。LDV の流速計測点はレーザー光の交差
点である。この交差点が剪断力計の直上になるよう設置した。レーザー光は水路側壁の
強化ガラスを通して水路内に入れ、底面との干渉が起こらないよう俯角をつけた。岡安
（1996）はレーザー光と底面が干渉しない俯角を 3 度程度とし、これによる流速の設
定誤差は無視できるとしている。本研究では、底面極近傍の範囲を対象としており、鉛
写真 2.12 ②レーザーヘッド 
写真 2.13 ③、④BSA および PC 
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直方向のレーザーが底面に接触しないよう俯角をつけた場合、その俯角が 3 度では収ま
らなくなってしまう。そのため、水平方向の流速のみを計測し、計測点は剪断力計の直
上、約 1.15~1.35mm とした。また、H3 の波高計は、両剪断力計の中心軸から後方 5cm
に設置した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
波高計測軸
5.0cm 
波高計 3 
LDV 
流速計測点 
剪 断 力 計 直 上
1.15~1.25mm 
剪断力計 段波 
レーザー光 中心軸 
図 2.10 剪断力計設置板上の計測点 
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2.5.2 壁面摩擦の検証実験 
 
 LDV を用いて流速計測を行う場合、壁面付近では摩擦の影響で流速が低くなる。本
実験での流速計測点は、剪断力計の直上で、壁面から約 10cm となり、この位置での壁
面摩擦の影響はないか検証を行った。検証方法は側面方向からレーザーを照射し、壁面
を通過した距離を 1cm から 2cm おきに 11cm までの計 6 点の一様流速を計測した。計
測は水深 6cm の一様流に、底面から 3cm の高さを約 1/100s 間隔で行った。 
 図 2.11 は、60 秒間の流速分布で、図 2.12 は壁面距離における、60 秒間の流速の平
均値である。壁面から 5cm を越えたところで流速は、概ね同じ値を示している。した
がって、計測点である壁面から 10cm の位置で壁面摩擦の影響を受けることはなく、流
速計測を行う上で妥当であると言える。 
 
写真 2.14 水槽を上から見たとき、壁面からレーザーの交差点までの距離 
11cm
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図 2.11 60 秒間の流速分布  
 
図 2.12 壁面との距離における平均流速の分布 
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 第 3 章 結果 
 
 本章では、剪断力計の精度検証実験と、段波実験による結果を示す。剪断力計精度検
証実験では波高と剪断応力、段波実験では波高、流速、剪断応力の計測値をグラフ化し
た。 
 
3.1 剪断力計精度検証結果 
 
実験によって得られた滑面と粗面の剪断力計データと波高計のデータを解析した。解
析は 30 秒間計測したデータのうち、最後の 10 秒間を解析対象時間に設定した。図 3.1
から図 3.16 は各ケースの時系列変化である。図の左軸は底面剪断応力であり、右軸は
波高に対応している。図中の■点は、滑面の剪断力計、●点は、粗面の剪断力計、▲点
は、波高を表している。尚、前述したように、水中では静水状態における初期値 0V が
変動してしまうため、 0=bτ を基準に振動していないが、振幅への影響はない。 
CASE07、CASE08、CASE16 の水面変動は長周期であるため、波峰部に不規則な波
形が確認される。このとき滑面と粗面の剪断力計による剪断応力も、同様の波形傾向を
示している。また、水面変動の周期と滑面と粗面の剪断力計による剪断応力の周期を比
較すると、大きな差異はなく、10 秒間の計測結果の中では、同様の傾向を示している。 
滑面上での底面剪断応力の変動は、µ :水の粘性係数、水平方向の流速u 、鉛直方向
の軸を z とすると、 0)/( =∂∂= Zb zuµτ より式（3-2）となる 
 
{ })cos()sin()sinh2/( tkxtkxkhkcHb σσµβτ −−−=   (3-1) 
)4/sin()sinh2/2( piσµβ −−= tkxkhkcH        (3-2)     
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ここに、 Lk /2pi= 、 T/2piσ = 、 νσβ 2/= 、H :波高、c :波速、h :水深、L :波長、
T :周期、、 g :重力加速度、 ρ :水の密度である。これは剪断応力 bτ が水表面に対して
1/4pi 位相が進むことを表している。（岩垣、1964） 
滑面の剪断力計による実験値の場合、CASE01、CASE02 は水表面に対して、若干
の位相遅れが確認される。CASE03 から CASE09 では水表面との位相差はほとんどな
く、CASE10 から CASE16 では、1/4pi 位相が進むという理論値と概ね一致している。
一方、粗面の場合、水面変動に対して剪断力の応答が 2/3pi 以上遅れており、理論とは
整合しない。 
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図 3.1 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE01） 
 
 
 
図 3.2 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE02） 
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図 3.3 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE03） 
 
 
 
図 3.4 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE04） 
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図 3.5 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE05） 
 
 
 
図 3.6 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE06） 
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図 3.7 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE07） 
 
 
 
図 3.8 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE08） 
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図 3.9 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE09） 
 
 
 
図 3.10 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE10） 
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図 3.11 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE11） 
 
 
 
図 3.12 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE12） 
 
 39 
 
図 3.13 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE13） 
 
 
 
図 3.14 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE14） 
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図 3.15 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE15） 
 
 
 
図 3.16 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE16） 
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 3.1.1 応答性の検証  
 
 剪断力計の精度検証において、滑面の剪断力計と粗面の剪断力計との間で大幅な位相
差が確認された。この位相差は、剪断力計を粗面加工したことによる応答性の変化なの
か、または流体力によるものなのか、という十分な根拠はない。そこで、応答性の検証
を行った。実験は、水をはった水槽内に、剪断力計設置板を入れ、約 30 度までゆっく
り傾ける(写真 2.15)。この場合、図 3.17 で示すように、剪断力計の計測部であるプレ
ートは流体力に比べ非常に大きな重力による力を受ける。このとき位相差が生じた場合
は、粗面加工したことによる応答性の変化が生じていると考えられる。よって位相差の
検証は、剪断力計設置板を傾けたときの剪断力の変動に、滑面と粗面の剪断力計の間で
位相差があるか確認することで行った。 
重力 
プレートが受ける 
重力による力 
図 3.17 剪断力計を傾けたときに
働く力 
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 位相差検証実験の結果を図 3.18に示す。約 2秒から 7秒まで剪断力計設置板を傾け、
約 10 秒で元の位置に戻した。粗面の剪断力計は砂を貼り付けているため、滑面の剪断
力計に比べ、重力が大きく、剪断力が大きい。剪断力の波形は粗面と滑面の剪断力計で
概ね一致しており、位相差もない。そのため、精度検証実験における滑面と粗面の位相
差は、剪断力計を粗面加工したことによる応答性の変化ではなく、粗面上に位相遅れの
原因となる流体力が働いたためと考えられる。
写真 2.15 位相差検証実験の概要 
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 3.1.2 最大底面剪断応力の算定 
 
実験より得られた波高データから、最大底面剪断応力の算定を行った。底面剪断応力
の理論値を求めるために必要な底面流速振幅は、微小振幅波理論より式(3-4)となる。ま
た、摩擦係数 wf は振動流境界層理論の結果よりレイノルズ数Reによって表した。 
              2max ˆ2
1
bwb ufρτ =              (3-3) 
 kh
H
u b
sinh2
ˆ
σ
=               (3-4) 
Re
2
=wf                 (3-5) 
σν
2
ˆ
Re bU=                 (3-6) 
図 3.18 位相差検証実験の結果 
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ここに、 buˆ は底面流速振幅、 ν (=0.01cm2/s)は動粘性係数である。また、計測値に
おける最大剪断応力の算定方法を図 3.17 に示す。最大底面剪断応力は、1 波長の最
大値と最小値の絶対値を 2 で除し、3 波長の平均をとることで算出した。表 3.1 は各
CASE の算定結果である。 
 剪断力計から得られた測定値は、理論値に比べ約 3 倍程度の剪断応力を計測した。
Eagleson(1962)も同様に、剪断力計による計測値と理論値とを比較すると、2 倍以上
の過剰評価になるとしている。 
 岩垣ら(1964)は、剪断力計の計測部であるプレート上に、本来計測すべき剪断力に
加えて、進行波による圧力勾配が生じ、力が働くとして、その補正法を提案している。
しかし、圧力勾配による力が働いている場合、剪断力の変動と水面変動との位相差は
1/4πよりさらに進むことになる。そのため、圧力勾配による力が働いていると考え
ることはできるが、位相遅れの原因であるとは言えない。 
 以上、剪断力計の精度検証実験より、剪断力を定量的に判断することは難しいとい
える。そこで段波実験では、相対的に剪断力の変動の比較を行うことで検討する。 
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図 3.17 最大剪断応力の算定方法 
max2 bτ
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表 3.1 剪断力計精度検証実験結果 
水深 波高 周期 
理論値に
よる、底面
剪断応力 
滑面上の 
剪断応力 
粗面の 
剪断応力 
CASE 
h(cm) H(cm) T(s) 
maxbτ  
(g/cm/s^2) 
maxbτ
（g/cm*s^2) 
maxbτ
（g/cm*s^2) 
1 30.0  4.12  1.00  1.75  5.27 4.42 
2 30.0  6.73  1.00  2.86  7.32 6.68 
3 30.0  5.13  1.60  2.44  7.35 5.69 
4 30.0  7.25  1.60  3.44  11.94 9.175 
5 30.0  4.79  2.00  2.17  7.59 5.15 
6 30.0  6.86  2.00  3.11  12.91 7.81 
7 30.0  4.98  2.50  2.10  6.06 4.92 
8 30.0  7.93  2.50  3.35  10.37 7.65 
9 50.0  9.07  1.00  1.81  2.49 4.78 
10 50.0  14.75  1.00  2.94  5.66 9.96 
11 50.0  11.02  1.60  3.54  4.25 8.28 
12 50.0  14.78  1.60  4.75  3.4 6.86 
13 50.0  11.39  2.00  3.70  4.46 6.94 
14 50.0  15.37  2.00  4.99  5.97 9.48 
15 50.0  11.67  2.50  3.64  3.95 5.47 
16 50.0  15.83  2.50  4.94  4.96 8.52 
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 図 3.18 剪断応力の理論値と実測値の分布図 
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3.2 段波実験の結果 
 
 段波実験によって取得した波高、流速、および粗面、滑面上の剪断力の解析を行った。
それぞれの時系列変化を図 3.19 から図 3.49 に示す。グラフは上から波高、流速、剪断
力のデータである。波高データは■点が波高計 H1、●点が波高計 H2、▲点が波高計
H3 に対応している。波高と剪断力のデータはレコーダーへ記録され、レコーダーの記
録を開始した時間が 0 秒となる。 
滑面と粗面の直上流速を LDV で測る場合、同時に計測を行うことはできない。その
ため、滑面と粗面上の計測は独立して行った。実験条件の再現性については、同条件で
ある滑面と粗面で行った実験（例えば、図 3.19 と図 3.34）の水面変動を比較すると、
多少のピーク値の誤差はあるものの、概ね合致している。そのため再現性は保たれてい
ると考えられる。 
 図 3.21 は滑面上における、初期水深 18.0cm、貯水水深 28.0cm の波高、流速、剪断
応力の時系列変化である。このときの段波は砕波することなく剪断力計を通過した。流
速は水面変動に依存して変化している。流速と剪断力は T=8.0s のとき、段波が到達す
るとともに増加し始める。T=8.5s では流速が極小でありながら、剪断力は極大を示し
おり、流速変動と剪断力の変動に大きな相違がみられる。図 3-22 は滑面上における、
初期水深 15.0cm、貯水水深 45.0cm の波高、流速、剪断応力の時系列変化である。流
速は、初期段波が通過した T=12.6s 以降に強い乱れが確認でき、それに伴い、剪断力
が増加していることがわかる。T=13.7s では流速が減少しているにもかかわらず、剪断
力は最大値を示している。図 3.28 は滑面上における、初期水深 9.0cm、貯水水深 39.0cm
の波高、流速、剪断応力の時系列変化である。この場合も、初期段波が通過した T=13.1s
以降に強い乱れが確認できる。しかし、剪断力は非常に低く、T=14s 付近では負の剪断
力が確認された。粗面の同条件である、図 3.45 では非常に大きい剪断力が確認でき、
 49 
粗面と滑面の剪断力計で大きな差異が生じた。図 3.19、図 3.20 の剪断力は段波通過後
に、緩やかな変動が起きている。段波が通過し、静水状態になったときは、本来 0=bτ
に近似する。しかし、この条件では、 0=bτ に戻らず、大きくずれていた。そのため、
この結果はドリフト効果によるものと考えられる。図 3.33、図 3.36 は粗面上の、初期
水深 21.0cm、貯水水深 31.0cm と初期水深 18.0cm、貯水水深 28.0cm の波高、流速、
剪断応力の時系列変化である。粗面の剪断力の場合、流速の加速度が最大時、もしくは
段波到達初期、一時的な負の剪断応力が確認された。また、精度検証実験での結果同様、
水面変動と粗面の剪断力との間で、位相遅れが生じている。また、この 2 ケースでは粗
面の剪断力計上を砕波することなく通過した。流速、剪断力は水面変動に依存して変化
している。T=9s 以降に現われる負の流速は、岸側の壁面から段波が反射したことによ
る、沖方向の流れである。このときの剪断力も同様に負の値を示している。図 3.37 は
粗面上の、初期水深 15.0cm、貯水水深 45.0cm の波高、流速、剪断応力の時系列変化
である。初期段波が通過した T=7.0s 以降に強い乱れが確認できる。このとき、T=7.1s
で流速は水面変動に依存して減少しているが、剪断力は、変化することなく単調増加し、
T=7.4s でピークを示した。その後は、流速に依存して変化している。 
 全体の結果において、砕波時は非砕波時に比べ、初期段波通過後に強い乱れが確認で
き、剪断力の変動は相対的に大きくなる傾向にあった。このとき非砕波時に生じる乱れ
は、底面境界での粗度によって発生したものと考えられる。一方砕波時は、底面境界で
の乱れに加えて、砕波によって発生した上部からの乱れによって、強い乱れが生じたと
考えられる。また、図 3.23 の T=10.6s 以降のように流速が減少しているが、剪断力は
増加しているという結果が数ケースみられた。鷲見ら(2009)は、砕波帯での剪断力が水
面変動に依存して変化しているとしており、本研究でも同様の傾向がみられた。 
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図 3.19 CASE01（初期水深 18.0cm、貯水水深 48.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.20 CASE02（初期水深 18.0cm、貯水水深 38.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.21 CASE03（初期水深 18.0cm、貯水水深 28.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.22 CASE04（初期水深 15.0cm、貯水水深 45.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.23 CASE05（初期水深 15.0cm、貯水水深 35.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.24 CASE06（初期水深 15.0cm、貯水水深 25.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.25 CASE07（初期水深 12.0cm、貯水水深 42.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.26 CASE08（初期水深 12.0cm、貯水水深 32.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.27 CASE09（初期水深 12.0cm、貯水水深 22.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.28 CASE10（初期水深 9.0cm、貯水水深 39.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
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図 3.29 CASE11（初期水深 9.0cm、貯水水深 29.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
 
 
図 3.30 CASE12（初期水深 9.0cm、貯水水深 19.0cm）滑面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
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図 3.31 CASE01（初期水深 21.0cm、貯水水深 51.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
  
図 3.32 CASE02（初期水深 21.0cm、貯水水深 41.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.33  CASE03（初期水深 21.0cm、貯水水深 31.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.34 CASE04（初期水深 18.0cm、貯水水深 48.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 58 
 
図 3.35 CASE05（初期水深 18.0cm、貯水水深 38.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.36 CASE06（初期水深 18.0cm、貯水水深 28.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.37 CASE07（初期水深 15.0cm、貯水水深 45.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.38 CASE08（初期水深 15.0cm、貯水水深 35.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.39 CASE09（初期水深 15.0cm、貯水水深 25.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.40 CASE10（初期水深 12.0cm、貯水水深 42.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.41 CASE11（初期水深 12.0cm、貯水水深 37.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.42 CASE12（初期水深 12.0cm、貯水水深 32.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.43 CASE13（初期水深 12.0cm、貯水水深 27.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
 
 
図 3.44 CASE14（初期水深 12.0cm、貯水水深 22.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の
時系列変化 
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図 3.45 CASE15（初期水深 9.0cm、貯水水深 39.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
 
  
図 3.46 CASE16（初期水深 9.0cm、貯水水深 34.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
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図 3.47 CASE17（初期水深 9.0cm、貯水水深 29.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
 
 
図 3.48 CASE18（初期水深 9.0cm、貯水水深 24.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
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図 3.49 CASE19（初期水深 9.0cm、貯水水深 19.0cm）粗面上の波高･流速･剪断応力の 
時系列変化 
 
 
 
 66 
3-3 乱れ特性  
 
段波実験で生じた乱れの特性を調べるため、パワースペクトルおよび流速変動成分の
二乗平均平方根を求めて、考察を行った。 
 
3.3.1 パワースペクトル 
 
スペクトル解析の全般については、日野(1977)を参考にした。パワースペクトルは、
計測した流速データをスペクトル解析により、一定の周波数帯域毎に分割し、各帯域毎
のパワーを周波数の関数として表したものをいう。スペクトル解析とは、観測された時
系列データをフーリエ変換よりスペクトルを得ることであり、スペクルとは、時間信号
をフーリエ級数展開したときの各調波成分の振幅の大きさを周波数の関係から見たも
のである。計算方法は高速フーリエ変換（FFT）を用いた。 t を時間、ω を複素角周波
数、 j を虚数単位として式(3-7)を f のフーリエ変換という。この式で )(ωF は複素数で
あり、極形式 )()( ωϕω jeA で表したとき、 )(ωA を振幅スペクトル、 )(ωϕ を位相スペクト
ル、 2)(ϕA をパワースペクトルと呼ぶ。 
( ) ∫∞
∞−
−
= dtetfF tjωω )(               （3-7） 
 時系列データをフーリエ変換したものを、周波数とパワースペクトル密度の関係を
グラフにすると、周波数の 1/2 以前と以降で対称になる。そのため、Nyqusit 周波数
(Sampling 周波数の 1/2)よりも低い周波数成分のみが有効なデータである。このデー
タを両対数のグラフにプロットしたものがパワースペクトル図である。尚、計測した
流速データは不等間隔であるため、500Hz にリサンプリングし、解析を行った。 
 非砕波時の同条件にあたる滑面 CASE03、粗面 CASE06 における流速のパワース
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ペクトルを図 3.50 に示す。同様に砕波時の同条件にあたる滑面 CASE04、粗面
CASE07 における流速のパワースペクトルを図 3.51 に示す。非砕波時は約 7Hz を境
に、パワースペクトルが減少傾向にある。一方、砕波時においては約 7Hz 以降の周
波数帯で非砕波時に比べ高いパワースペクトルが確認できる。これが、砕波によって
生じた上部からの乱れによるものと考えられる。そこで本研究では底面境界に生じた
乱れと、砕波によって生じた上部からの乱れを 7~20Hz の周波数帯として考察を行う。 
 
図 3.50 滑面 CASE03、粗面 CASE06 における流速のパワースペクトル 
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図 3.51 滑面 CASE04、粗面 CASE07 における流速のパワースペクトル 
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3.3.2 流速変動成分の二乗平均平方根  
 
 流速変動成分の二乗平均平方根は、LDV より得られた流速データと移動平均法によ
り平滑化した流速の偏差から算出した。移動平均は流速の変動成分を 10Hz 以下である
と考えて 0.1s 間隔で処理を行った。LDV より計測した流速変動と、移動平均法より平
滑化した流速変動を図 3.52 に示す。平滑化した流速を移動平均流速とし、LDV より計
測した流速を瞬間流速とすると、流速変動成分の二乗平均平方根は、式(3-7)で表される。 
∑
=
=′
N
i
irms uN
u
1
2' )(1                               (3-7) 
ここで、 rmsu′ は流速変動成分の二乗平均の平方根、u′ は流速の変動成分、 N は計測し
た流速のデータ数である。計算は段波初期通過後の 2 秒間で行った。流速の変動成分u′
は、瞬間流速をu 、移動平均流速をu とすると、式(3-8)の関係が成り立つ。 
uuu ′+=                                     (3-8) 
段波実験における全実験条件の結果を表 3.2、表 3.3 に示す。また、これらの結果よ
り横軸に平均流速、縦軸に流速変動成分の二乗平均の平方根をプロットしたものを図
3.53 に示す。尚、平均流速U は段波初期通過後の 2 秒間を対象とし、式(3-9)より算出
した。 
∑
=
=
N
i
u
N
U
1
1                          (3-9) 
 平均流速が 1.0m/s 以下のとき、流速変動成分の二乗平均の平方根は平均流速の増加
とともに、概ね規則的に増加している。また、粗面直上の流速変動成分に比べ、相対的
に滑面直上の方が流速変動成分は大きい傾向にあった。本来であれば、底面粗度の影響
を受けて、粗面直上の流速変動成分が大きくなると考えられる。しかし、ここでの滑面
とは、剪断力計の表面のみであって、その周辺には粗度が設けてあるため、少なからず
滑面直上であっても底面粗度の影響は受けていると考えられる。 
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図 3.52 LDV より計測した流速変動(Velocity)と移動平均法より平滑化した 
流速変動(Ave.Velocity) 
 
 
表 3.2 滑面の剪断力計直上における流速変動成分の二乗平均平方根と平均流速 
 
CASE
流速変動成分
の二乗平均 
平方根 (m/s) 
平均流速 
(m/s) 
1 0.0702 0.615
2 0.0520 0.491
3 0.0221 0.344
4 0.0817 0.737
5 0.0620 0.617
6 0.0287 0.372
7 0.0941 0.665
8 0.0605 0.598
9 0.0439 0.396
10 0.1069 0.826
11 0.0891 0.775
12 0.0610 0.501
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表 3.3 粗面の剪断力計直上における流速変動成分の二乗平均平方根と平均流速 
CASE
流速変動成分
の二乗平均
平方根  (m/s)
平均流速
(m/s)
1 0.0651 0.643
2 0.0394 0.556
3 0.0131 0.403
4 0.0918 0.701
5 0.0578 0.633
6 0.0106 0.413
7 0.0921 1.062
8 0.0675 0.709
9 0.0156 0.349
10 0.1003 0.871
11 0.0912 0.778
12 0.0902 0.650
13 0.0511 0.616
14 0.0282 0.466
15 0.1269 1.038
16 0.1042 1.069
17 0.1043 0.874
18 0.0719 0.597
19 0.0791 0.647
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図 3.53 剪断力計直上における流速変動成分の二乗平均平方根と平均流速の分布 
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3.4 底面剪断力の変動と乱れとの関係 
 
 LDV より計測した流速データをもとに乱れの分離を行った。乱れの分離は流速の
パワースペクトルの結果より、底面境界に生じた乱れと、砕波によって生じた上部か
らの乱れの周波数帯を 7~20Hz とした場合に、7Hz 以下の長周期成分と 20Hz 以上の
高周波成分をカットし、7~20Hz の周波数帯のみを逆離散フーリエ変換(IFFT)するこ
とで行った。逆離散フーリエ変換とは、フーリエ変換を行った計算結果を逆変換する
ことで、式(3-10)で表される。 
( ) ∫∞
∞−
= dtetfF tjωω )(                           (3-10) 
粗面の剪断力計で計測した剪断力の変動については、大幅な位相遅れが生じたため、
ここでは滑面の剪断力計で計測した剪断力の変動と乱れとの関係についてのみ解析
を行った。図 3.54 の上図は非砕波条件である滑面 CASE03 の剪断力計直上の流速か
ら 0.1s 間隔で移動平均を行った流速の変動である。中図は逆離散フーリエ変換によ
って 7~20Hz の周波数帯の乱れを抽出した結果である。下図は滑面の剪断力計によっ
て計測した剪断力の変動である。乱れを抽出した結果において、段波到達の T=8.0s
以前にみられる微小な乱れはノイズ、もしくは水表面の揺れによって生じた乱れであ
ると考えられる。このときの微小な乱れの流速と、段波到達の約 8.0s 以降の乱れの
流速を比較すると相対的に大きく変動はしておらず、非砕波時に生じる乱れが非常に
小さいといえる。また、剪断力の変動についても大きく変化はしていないことから、
乱れの影響はないものと考えられる。 
図 3.55、図 3.56 は、砕波条件である滑面 CASE05 と CASE08 の結果である。両
ケースにおける流速変動成分の二乗平均平方根と平均流速は表3.2より大きく異なる
ことはない。また、移動平均流速の変動についても概ね類似している。しかし、剪断
力の変動は段波到達後に大きく異なり、剪断力の最大値は CASE05 が CASE08 より
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約 1.5 倍大きい結果となった。段波到達時、両ケースとも移動平均流速に大きな相違
はない。しかし CASE05 の場合、段波到達後に強い乱れが確認でき、そのときの最
大振幅は CASE08 に比べ約 3 倍大きい。その後 CASE08 では、T=8.3s に強い乱れ
が確認できるが、剪断力は大きく変動しておらず、乱れの影響は少ないといえる。ま
た、CASE08 では T=8.5s 以降、移動平均流速に大きな変動はなく乱れが生じている
が、剪断力が徐々に低下している。これは前節でも述べたように、剪断力が水面変動
に依存して変化しているためだと考えられる。つまり、この場合は乱れの影響に比べ
水面変動による影響が優位に働いているものと考えられる。 
 以上の結果より、流速の乱れ成分が剪断力の変動に及ぼす影響が強いのは段波通過
初期時であり、その後は水面変動の影響が表れると考えられる。 
 
 
図 3.54 滑面CASE03における移動平均流速(Ave.Velocity)、乱れ成分の流速(Turbulence)、 
剪断力の時系列変化 
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図 3.55 滑面CASE05における移動平均流速(Ave.Velocity)、乱れ成分の流速(Turbulence)、 
剪断力の時系列変化 
 
 
図 3.56 滑面CASE08における移動平均流速(Ave.Velocity)、乱れ成分の流速(Turbulence)、 
剪断力の時系列変化 
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第 4 章 結論 
  
本研究では、これまだ十分な実験が行われていなかった砕波帯の剪断応力を検討する
目的で、砕波と類似した現象と考えられる段波を用いて、水路内の底面剪断力を直接的
に計測した。また、剪断力計に砂を貼り付けることで、粗面と滑面上の剪断力特性につ
いて比較を行った。以上の実験結果から以下の結論を得た。 
 
1)  精度検証実験において、滑面の剪断力計と水表面との位相差は、概ね理論と整  
合した。一方、粗面の剪断力計は大幅に応答が遅れる結果となった。これは、剪
断力計に、本来計測すべき剪断力に加えて、位相遅れの原因となる力が働いてい
ることによると考えられる。 
2)   剪断力計から得られた測定値は、理論値に比べ約 3 倍程度の剪断応力を計測し  
た。そのため、剪断力計の計測値を定量的に判断することは難しいと考えられ
る。 
3)   本研究では流速の乱れ成分を 7～20Hz の周波数帯とした。このときの剪断力へ
の影響は、段波通過初期時に強く、その後は水面変動の影響が表れると考えら
れる。 
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第 5 章 今後の課題 
 
 本研究では、剪断力計を用いて、直接的に剪断力の計測を行った。以下では今後の
課題を述べる。 
 
① 剪断力計の精度検証実験では、実験条件を初期水深 30cm と 50cm に大き
く分けて行った。このとき初期水深によって、剪断力の特性が大きく異な
った。そのため、異なる初期水深の場合の剪断力特性を検討する必要があ
る。 
② 剪断力計による計測値が、理論値と比較して妥当であると判断するために、
剪断力計に働く力を明らかにし、補正を行う必要がある。 
③ 段波実験では、固定床と剪断力計に貼り付けた砂を相馬硅砂 5 号で統一し
て行った。実際の海岸においては、様々な粒径が存在しており、特性もさ
まざまである。そのため、粒径を変更したときの特性について検討する必
要がある。 
④ LDV により点計測を行うことで、底面極近傍の流体運動を計測した。し
かし、底面境界層の流体運動を明らかにするには、広域な情報が必要であ
る。そのため、LDV の計測点を変えて実験を行う必要がある。また、乱
れの特性については、画像処理などの可視化手法を組み合わせることで、
砕波による乱れの挙動を明らかにする必要がある。 
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